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Ⅰ 緒 言
本学の北方圏生涯スポーツ研究センターに
おいて，平成１６年度から２０年度の５ヶ年にわ
たって実施されてきたプロジェクト研究「北
方圏における総合型地域スポーツクラブ設立
に関する研究」は，昨年度無事終了した。プ
ロジェクト研究期間は終了したものの，地域
スポーツクラブ研究分野（当時）が中心となっ
て推進してきた，総合型地域スポーツクラブ
（北翔大学北方圏生涯スポーツ研究センター
スポーツクラブ，通称 SPORCLUB）は，多
くの地域住民が参加し，大学の協力を得なが
ら順調に活動が継続されている。北方圏生涯
スポーツ研究センターにおける研究分野構成
も，従前の地域スポーツクラブ研究をはじめ
とした６研究分野からからスポーツマネジメ
ント研究，競技スポーツ研究，健康スポーツ
研究，トータルサポート研究の４研究分野に
見直され，センターとして SPORCLUBをサ
ポートしていく体制となった。
SPORCLUB役員会においても，プロジェ
クト研究期間終了後の組織体制の見直しとし
て，新たな研究分野の全分野から役員を入れ
ることとなった。こうした見直しは，研究セ
ンターの SPORCLUBとして今まで以上に連
携を図り，研究内容に興味関心を示している
地域住民の要望，あるいは地域住民を対象と
した研究実践を希望する研究員との調整など，
双方に有機的な連携がより強化されることを
期待するものである。また，プログラムの見
直しや種々の課題などが検討され，新たな
SPORCLUBの組織体制として平成２１年６月
の総会で承認された。こうした組織体制見直
し効果は，２周年記念イベントの企画プログ
ラムに表れている。新たに部活動体験，歩行
分析，食の相談，トータルサポート紹介ツアー
など，新たな研究分野と会員相互による有機
的なプログラムが実施された結果であるとい
える。
現在，平成２１年度の SPORCLUB会員数は
３３６名（平成２２年１月現在），多くのプログラ
ムが定員を充足している状況であり，会員の
多くが複数のプログラムを受講している。こ
うした会員の多くは，平成１９年１０月に発足後，
あるいはそれ以前のモニター会員として参加
している。つまり，多くのリピーターによっ
て支えられている部分が大きい。これらリピー
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１．性別
２．年齢
３．本学に併設されているジュニア体操ク
ラブを知っていますか
４．本学に併設されている総合型スポーツ
クラブを知っていますか
５．本学に併設されているスポーツクラブ
を利用しますか
６．５の理由
７．どのような運動やスポーツ，内容やプ
ログラムを希望しますか
８．運動やスポーツプログラム以外どのよ
うな施設やサービスを希望しますか
９．会費はどの程度が妥当と考えますか
１０．本学がこのようなスポーツクラブを運
営することをどのように考えますか
ター会員は，研究センターの総合型地域スポー
ツクラブとして，通常のスポーツクラブとは
趣旨や理念が違うことを熟知されている。し
かしながら，一方で民間のスポーツクラブの
ようなプログラムや，夜間や休日の実施を希
望する声や，プログラムのマンネリ化，レベ
ルアッププログラムを期待する声も上がって
いる。したがって，定期的で継続的な追跡調
査は非常に重要であり，今後のプログラムを
検討するうえでは，貴重な資料となる。
そこで，本研究では，プロジェクト研究の
一環として，SPORCLUB設立前後に実施し
た調査３）を元に，周辺住民に対する追跡調
査を実施した。プロジェクト研究開始１年目
（SPORCLUB設立前）の平成１７年２月調査，
プロジェクト研究４年目（SPORCLUB設立
後１年余）平成２０年２月調査，そして，今回
プロジェクト研究終了年５年目（SPORCLUB
設立後２年余）平成２１年２月調査を比較し，
SPORCLUB設立前後の調査結果に加え，ク
ラブ設立２年余の変化を知り，周辺住民の意
識変化や新たなニーズを明らかにすることを
目的とするものである。
Ⅱ 方 法
本研究は，北方圏における総合型地域スポー
ツクラブ設立前後（平成１７年２月，平成２０年
２月実施）における本学周辺住民調査結果を
元に，平成２１年２月に実施した周辺住民調査
を比較検討するものである。具体的には，本
学周辺住民に対して実施した質問紙調査結果
について，それぞれの調査項目を比較するも
のである。調査項目は表１に示すとおりであ
る。質問紙調査を実施した本学周辺とは，総
合型地域スポーツクラブは中学校区程度を範
囲と推奨するため，本学より半径５㎞程度の
地域を対象とした。対象地域は，札幌市厚別
区厚別東・西地区の１４，２２５世帯と江別市文京
台と大麻地区の１３，９２０世帯，合計２８，１４５世帯
に対して，平成１７年２月は無作為抽出方法に
より計１４，０７３世帯に配布し，料金別納郵便で
回収を行った。回収数は２，３９８であり，回収
率は１７％であった。平成２０年２月は，計１０，０００
世帯に配布し，回収数は１，３９８であり，回収
率は１４％であった。平成２１年２月は，計１０，０００
世帯に配布し，回収数は９４５であり，回収率
は９．５％であった。
表１ 調査項目
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Ⅲ 結果と考察
図１は，調査対象者の男女比を比較したも
のである。平成１７年，２０年，２１年調査を比較
するとどちらも女性の割合が多いものの，割
合の構成はほぼ同じであった。図２は，調査
対象者の年代比を比較したものである。平成
１７年調査では，６０歳代が最も多く２２．６％，次
いで５０歳代が１８．８％，４０歳代１４．８％，７０歳代
１２．７％，３０歳代１２．４％であったのに対し，平
成２０年調査では，同様に６０歳代が最も多く
３３．７％，次いで７０歳代が２１．０％であり，６０歳
代と７０歳代を合わせて５４．７％を占める結果と
なった。以下，５０歳代１８．０％，４０歳代１０．８％
であり，３０歳代は７．７％と少なく，２０歳代，１０
歳代と合わせても１８％であった。平成２１年調
査では，６０歳代が最も多く２３．４％，次いで５０
歳代２０．３％，４０歳代１６．９％，そして７０歳代
１２．７％，以下３０歳代１１．７％，１０歳代７．１％，２０
歳代６．２％であった。
図３は，本学に併設するジュニア体操クラ
ブ（旧AOCスポーツクラブ）を知っている
かどうかという設問に対する回答を比較した
ものである。平成１７年調査に比べると「知っ
ている」が１７．２％から３８．０％へ増加していた
にもかかわらず，平成２１年調査では２５．５％に
減少していた。一方「知らない」は７６．６％か
ら６１．９％へ減少していたにもかかわらず，平
成２１年調査では７４．５％へ増加している。また，
図４は，平成１９年設立された SPORCLUBを
知っているかどうかという設問に対する回答
である。平成１７年調査時は SPORCLUBは設
立されていなかったため，平成２０年と２１年の
調査結果のみである。平成２０年調査では「知っ
ている」が３１．２％であったのに対し，平成２１
年調査では２１．１％に減少していた。一方，
図１ 男女比について 図３ ジュニア体操クラブを知っているかどうか
図２ 年代比について 図４ SPORCLUBを知っているかどうか
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図６－２ SPORCLUBを利用したい理由に
ついて（下位回答）
図５ SPORCLUBを利用したいかどうか
図６－１ SPORCLUBを利用したい理由に
ついて（上位回答）
「知らない」が６８．７％であったのに対して，
７８．９％にともに減少していた。平成２０年調査
結果に対して，ともに１０ポイント近く変化が
あったことは，少々残念な結果となった。今
年度は，プログラムの定員充足率も高く，会
員の継続率も良かったことから，新規会員の
募集や SPORCLUB自体の広告宣伝を積極的
には実施しなかった。このことが影響を及ぼ
しているかどうか明確ではないが，前回調査
も回答した割合が４．３％であったことから，
広告宣伝もさることながら，広報あるいはこ
うした取組の公表方法については，検討しな
ければならない結果となった。
図５は，SPORCLUBを利用したいかどう
かという設問に対する回答を比較したもので
ある。平成１７年調査から平成２０年調査では
「利用したい」が４８．７％から５４．６％へ増加し
ていたが，平成２１年調査では４２．５％へ減少し
ていた。一方「利用しない」が２１．２％から
１７．３％へ減少していたものの，２５．５％へ増加
している。これらは，平成２０年調査の段階で
は，本学のスポーツクラブへの期待度の高さ
が伺える回答であり，後述の回答を含め，そ
の期待に応えていくことが地域のスポーツ振
興へつながるものであると考えていた。しか
しながら，平成２１年調査結果が逆転するかた
ちとなり，回答者や年代傾向の違いがあるも
のの，考えさせられる結果が示された。また，
質問紙調査の自由回答欄に，クラブの活動内
容が調査用紙のみでは知ることができない，
パンフレットなど同封して欲しいとの意見が
あった。平成２１年度はプログラムの定員充足
率も高いことから地域住民に対する積極的な
広報や新規会員募集を実施しなかった。これ
らの結果から，クラブ自体の認知度としては，
決して高くないことが推測される。平成２０年
調査における「既に利用している」が２．４％
であったのに対し，平成２１年調査では２．５％
であり，わずかながら増加していた。こうし
たことから，広告宣伝，広報，取組などの公
表方法が，本研究センターの目的である生涯
スポーツ社会の構築という観点から，どのよ
うにすべきか検討しなければならないのでは
ないかと思われる。
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図６－１は，SPORCLUBを利用したいか
どうかに対する理由（上位回答）を比較した
ものである。平成１７年・２０年・２１年調査とも
に「運動したい」がそれぞれ１７．９％，１９．９％，
１７．５％であった。一般的ではあるが運動した
いという欲求は強いものであった。以下，い
ずれの調査において順位に変動はあるものの，
「内容によって」，「会費によって」，「興味が
ある」，「近い」，「専門スタッフがいる」の５
項目については，上位回答を占めた。図６－
２は，下位回答を比較したものである。平成
１７年調査では「既にAOCスポーツクラブに
通っている」が０．４％であり，主に幼児から
中高生が対象のジュニアスポーツクラブであ
るためか低い数値であった。平成２０年・２１年
調査においても３．３％，２．５％と数値は上昇し
ているものの，低い数値である。その他，
「既に他のクラブに通っている」が平成１７年
調査では２．８％，２０年・２１年調査では３．３％で
あった。概ね全国のフィットネスクラブ参加
率平均割合に相応していた。また，「興味が
ない」が平成１７年調査では４．３％であり，２０
年調査では５．２％に上昇したものの，２１年調
査では，４．３％に減少していた。そして，「大
学の施設を利用したい」が平成１７年調査では
３．２％であり，２０年・２１年調査では４．６％に増
加していた。これら下位回答に対する改善策
の提示が，今後のプログラムを検討するうえ
での参考になり，地域スポーツの振興や参加
率の向上につながるものと考える。
図７－１は，平成１７年調査における希望す
る活動である。回答者の大半が５０歳代以上で
あることが影響していると考えられるが，上
位回答としては，「健康体操」１４．２％，「軽運
動」１３．８％，「体力診断」１１．２％，「トレーニ
ング」１０．８％，「水泳」１０．６％の順となった。
球技や競技スポーツは少数であった。「栄養
教室」は５．２％であり，少数回答の中では最
も多かった。図７－２は，平成２０年調査にお
ける希望する活動である。平成２０年調査は当
時開設していたプログラムを選択肢に挙げた
ことが前回調査と異なる点である。しかしな
がら，回答者の大半は５０歳代以上であった。
上位回答としては，「健康体操」１９．８％，「健図７－１ 希望する活動について（Ｈ１７）
図７－２ 希望する活動について（Ｈ２０） 図７－３ 希望する活動について（Ｈ２１）
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図８ 会費の妥当額について 図９ 希望する施設について（スポーツ施設
以外）
康維持運動」１９．６％，「軽運動」１９．０％，「体
力測定」１２．５％の順となり，この４項目で
７０．９％を占めている。「トレーニング」９．２％，
「水泳」８．６％，「水中体操」７．４％であり，
平成１７年調査で上位回答であった項目が挙がっ
ているが，やや減少していた。「ヨガ」が
１０．１％であり，クラブ内でも人気のプログラ
ムであることから，ニーズとしては高いこと
が明らかとなった。「食事栄養」が６．６％であ
り，少数回答にあって，上位であることから，
実際に体を動かすこと以外のニーズも高いこ
とがうかがえる。図７－３は，平成２１年調査
における希望する活動である。１７年・２０年調
査と比較すると，回答者が６０歳代前後が大半
を占めることからも，「軽運動」１１．７％，「健
康維持運動」１１．６％，「健康体操」１１．２％，
「トレーニング」８．２％，「体力測定」７．３％
でちょうど５０％を占め，「水泳」６．９％，「ヨ
ガ」６．４％も人気のプログラムであることか
ら，ニーズが高く，以下「食事栄養」４．０％，
「ピラティス」３．９％，「水中体操」３．７％と
なった。
図８は，会費の妥当額について比較したも
のである。平成１７年調査では，「１０００円／月」
２３．３％で最も高く，次いで「２０００円／月」が
１６．１％，「５００円／月」１１．９％，「２００円／回」
１１．２％，「３００円／月」１０．６％であった。平成
２０年調査では，「２０００円／月」２８．６％で最も
高く，次いで「１０００円／月」２５．９％，「５００円
／月」１２．０％であった。平成２１年調査では，
「２０００円／月」３６．８％が最も高く，次いで
「１０００円／月」２２．１％，「５００円／月」９．４％
の順であった。これらの結果から，スポーツ
クラブの平均月会費額１５）よりは低額で，総合
型地域スポーツクラブの平均会費２）よりは高
額，また，公共スポーツ施設の使用料金（１
回あたり）並みが妥当であるとの傾向が見ら
れた。現在の月会費が１５００円から３０００円であ
ることを考えると，月会費としては妥当であ
ると思われる。現在は１回あたり支払うシス
テムはなく，プログラムの内容上１５回程度を
１クールとして展開しているので，回数あた
りの費用負担額として妥当かどうか，今後の
検討材料としていきたい。
図９は，希望する施設について比較したも
のである。平成１７年調査，２０年・２１年ともに，
若干の変動はあるものの上位回答は「更衣
室」，「シャワー」，「軽食施設」，「駐車場」，
「送迎」，「お風呂」，「談話室」であった。現
在の選択肢の中から選択するものとしては，
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図10 本学が SPORCLUBを運営すること
について
同じ傾向であることが考えられる。ハード面
での整備は今後難しいため，「軽食施設」や
「託児所」を新設することは困難であるが，
「軽食施設」については，移動が必要ではあ
るが学内の敷地内には存在するものの，「託
児所」はジュニアスポーツクラブとの関係か
らもスペースを工夫するなどしていかなけれ
ばならない。「お風呂」については，施設内
にジャグジーは設置されているが，プールを
利用するプログラムは利用するが，それ以外
では使用することはない。また，水温も一般
的な浴場施設ほど高くはなく，冬季間は使用
できない。「談話室」については，現在では
会員交流のためのスペースを設置している。
また，施設内に椅子を設置するなど，活動以
外で休息をとったり，複数のプログラムに参
加する場合にその間時間を過ごしたり出来る
よう，改善が図られている。
最後に，図１０は，本学が SPORCLUBを運
営することについて比較したものである。平
成１７年調査，２０年・２１年ともに「地域住民が
利用できるのがよい」，「とても良い」，「喜ば
しい」，「大学施設が利用できることがよい」
が上位回答であり，それぞれ好意的回答し
て，９３．５％，９６．２％，９５．１％を占めた。何よ
り地域住民が利用できることが最も多い回答
ではあるが，数値も向上しており，SPORCLUB
に対する期待が表れていると考えられる。回
答者の多くが６０歳代前後ではあるものの，本
学周辺の住民の多くが好意的であり，このよ
うな地域住民が継続的にプログラムに参加し
ていくことは，まさに地域スポーツ振興につ
ながることと考えられ，それらニーズに見合
う活動をしていくことが求められる。
Ⅳ ま と め
本研究は，北方圏における総合型地域スポー
ツクラブ設立前後の周辺住民追跡調査結果に
ついて，平成１７年調査，平成２０年調査，平成
２１年調査を比較するものであった。
旧AOCスポーツクラブ時代を含め３０年間
続いているジュニアスポーツクラブの認知度，
また平成１９年１０月に設立した SPORCLUBの
認知度は確実に向上していると思われたが，
回答者や年代傾向の違いからか顕著に低下し
ていた。しかし，大学が SPORCLUBを設立
し運営していくことに対しては，３回の調査
を通じて好意的であった。平成１６年度から５
ヶ年に及ぶプロジェクト研究により，本学周
辺の北方圏住民に対する運動やスポーツを実
施する場所や機会を提供することは実現され
た。その後も，継続活動化がなされているこ
とから，必要十分程度ではあるが，一定効果
を挙げているといえる。また，プロジェクト
研究の目的に掲げていた地域へのスポーツ振
興も実現され，生涯にわたるスポーツ社会の
構築に対して何らかの寄与はなされたといえ
る。
一方では，平成２１年調査の結果から，地域
住民のニーズを図る手段を再検討する必要も
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明らかとなった。３回の調査結果では，いず
れも回答者の年代は６０歳代が最も多く，地域
住民の年代構成比に厳密には相応していない
こと，SPORCLUBの趣旨や内容を説明した
うえでの調査になっていないことなどの問題
点が挙げられる。これらは，比較調査や追跡
調査を実施するために，調査項目や内容の変
更を必要最小限に留めていたことが理由とし
て挙げられる。しかし，今後は，実際の地域
住民のより正確なニーズを把握し，現会員の
満足度など総合的に検討をしていく時期にあ
るのではないかと考えられる。現会員の多く
は設立当初からの継続会員であり，クラブ設
立の趣旨や意義を深く理解している会員であ
る。こうした会員が現会員数の半数近くを占
めているため，プログラムのマンネリ化や慣
れ合いによるモチベーションの低下，また，
プログラムに対する定員の充足率も高いこと
による，入会待機や参加したいプログラムに
参加できない不満を生み出さないよう，更な
る努力をしていかなければならない。
本研究は，文部科学省「私立大学戦略的研
究基盤形成支援事業」・北翔大学「北方圏生
涯スポーツ研究センター研究費」の助成で実
施されたものである。
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